
資料１

■基本目標１．垂水市における安定した雇用を創出する

No 担当課 事業名 事業概要
取組
状況

H27実績値
※H28開始は検証時点

事業効果
（内部評価）

進捗状況
事業の評価
（外部評価）

審議会からの意見
今後の
方向性

今後の方向性の理由 NO

① 農林課
【既存】
新規就農者支援事業

青年等の就農意欲の喚起と技術習得、並びに
就農後の定着を図るため、経営が不安定な就
農直後の生活費を確保し、就農しやすい環境
整備と、就農後の農業機械、ビニールハウス
等購入助成などを行い、新規就農者の育成・
確保を推進します。

認定新規就農者数
10人（H31）

（２人*５年間）
実施 ２人（H27）

地方創生に効
果があった

　新規就農者支援事業をはじめ各種支援策を
講じたことで、新たに２人を認定し、現在の
認定新規就農者数は累計５名となっていま
す。

妥当である 事業の継続

　農業の担い手不足の解消を図るために、新
規就農者支援事業をはじめ青年就農給付金事
業（経営開始型）や青年等就農資金なども併
せて活用しながら、継続して農業従事者の育
成・確保に取り組んでいきます。
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② 農林課
【新規】
新規作物推進事業

桜島の降灰にあまり影響を受けない夏場の農
閑期の作物として、夏野菜を推進し農家の所
得向上を図ります。

農家戸数
25戸（H31）
※H28：５戸／
H29・H30：10戸

実施
新規作付

取組み農家数
３戸（H29.1.31）

地方創生に効
果があった

　本市の農業経営の発展を目的に、新規作物
を栽培しようとする意欲的な生産者を支援す
る平成28年度開始事業であり、新規作物の検
討を行うため、H28.8.25～8.26に岡山県・高
知県を４名で視察研修を行いました。

妥当である

・本事業は、降灰対策のためとなっているよ
うだが、今後、台風対策への施設整備（暴風
ネット等）等、台風被害を軽減する事業を検
討してほしい。

事業の継続

　現在、降灰・鳥獣被害に遭いにくい作物を
検討しております。今年度は検討した作物を
作付し、さらに調査・研究を行っていきま
す。

2

③ 農林課
【新規】
肉用牛繁殖雌牛更新促進事
業

市内の高齢化した繁殖雌牛の若返りを図り、
子牛の商品性を向上させ、生産基盤の維持・
拡大を推進するため、繁殖雌牛の更新等を進
めます。

事業実施頭数
120頭（H31）

（年30頭*４年間）
実施

13頭
（H28.12.31時

点）

地方創生に効
果があった

　本市の子牛価格は、肝属郡内平均価格を下
回る状況にあったが、本事業により、農家の
高齢牛更新に対する意欲向上が図られ、子牛
の商品性向上につながっていくものとなって
います。

妥当である 事業の継続

　本市の繁殖雌牛は、県内と比較し高齢化率
が高くなっています。このことで、子牛のセ
リ価格が低迷している状況となっています。
そこで、計画的な繁殖雌牛の更新は、本市の
畜産経営の安定に資することから、継続して
取り組んでいきます。

3

先進地研修
５回（H31）

（年１回*５年間）
０回（H27）

初期投資への一部助
成件数

10件（H31）
（年２件*５年間）

１件（H27）

⑤ 農林課
【既存】
間伐実施事業

市内人工林が利用期を迎えており、また、木
材の需要が見込まれているため、民有林及び
市有林の間伐実施の促進を図ります。

間伐面積
125ｈａ（H31）

（年25ｈａ*５年間）
実施 48ｈａ（H27）

地方創生に効
果があった

　間伐による森林整備計画に基づき、適正な
除間伐の実施しました。

妥当である 事業の継続
　健全な森林の育成・保全は、土砂流出や地
球温暖化の防止につなっがることから、継続
して取り組んでいきます。

5

⑥
農林課/
水産商工
観光課

【新規】
６次産業化推進組織設立事
業

６次産業による農林水産業の成長産業化の実
現に向け、農林水産業者に加え、地元企業、
地元金融機関等の幅広い関係者が連携する
ネットワーク構築を図ります。

６次産業化推進組織
の早期設立

― 検討中 未実施 ―

　垂水市商工会が主催する地域活性化懇談会
が平成28年11月24日に開催されました。こ
の懇談会は、行政、金融機関、農協、漁協、
商工会等で構成されており、地域課題につい
て、意見交換の場となっています。

どちらともい
えない

・早期に新組織を設立してほしい。
事業内容の見
直し（改善）

　地域活性化懇談会内で６次産業の推進に向
けた意見交換を行うことが可能ではあるが、
より地域の幅広い関係者が連携するネット
ワークを構築するため、新たな協議会を検討
していく必要があります。
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漁業所得の向上（垂
水漁協）

547,254千円
（H31）

実施 未検証

漁業所得の向上（牛
根漁協）

1,123,429千円
（H31）

実施 未検証

②
水産商工
観光課

【新規】
水産振興支援事業

学校給食における食育（魚食普及）や両漁協
が毎年開催しているイベント（カンパチ祭り
等）への助成します。また、垂水市漁業協同
組合における専門職員の雇用等により、水産
物の新商品開発へ支援します。

新商品開発
４品（H31）

（年１品*４年間）
実施

２品開発中
（H29.1.31時

点）

地方創生に効
果があった

　平成28年度開始事業であり、魚食普及に関
しては、学校給食や各イベントでの活動して
おります。また、垂水市業業協同組合の新商
品開発への支援により、２品の新商品開発に
取り組んでいます。
【補足】
　冷凍カンパチライス、カンパチぶっかけ丼
の商品化を目指しています。

妥当である 事業の継続

　学校給食でのブリ・カンパチの提供による
魚食普及を推進していきます。また、両漁協
のイベント開催へ支援することで交流人口の
増加を図っています。さらに不要部位・未利
用魚を利用した新商品開発に取り組んでいき
ます。
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③ 水産商工
観光課

【拡充】
販路拡大支援事業

インドネシア出身のふるさと大使と垂水市漁
業協同組合が連携し、海外向けの輸出拡大を
図ります。

海外商談成立件数
８件（H31）

（年２件*４年間）
実施 ２件（H27） 地方創生に効

果があった

　カンパチの国外輸出に向けた取組みによ
り、徐々に成果がでてきています。
【補足】
　H27：香港、シンガポール
　H28：中国、インドネシア（展開中）

妥当である 事業の継続

　国内の需要縮小が顕著であるため、国外輸
出の拡大を図っていきます。特にアジア圏の
人口が確実に増加することを見据え、ハラル
対策等を強化し、アジア向け輸出拡大に向け
取り組んでいきます。
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④
農林課/
水産商工
観光課

【新規】[再掲]
６次産業化推進組織設立事業

６産業による農林水産業の成長産業化の実現
に向け、農林水産業者に加え、地元企業、地
元金融機関等の幅広い関係者が連携するネッ
トワーク構築を図ります。

６次産業化推進組織
の早期設立

― 検討中 未実施 ―

　垂水市商工会が主催する地域活性化懇談会
が平成28年11月24日に開催されました。こ
の懇談会は、行政、金融機関、農協、漁協、
商工会等で構成されており、地域課題につい
て、意見交換の場となっています。

どちらともい
えない

・早期に新組織を設立してほしい。
事業内容の見
直し（改善）

　地域活性化懇談会内で６次産業の推進に向
けた意見交換をさせていけるが、より地域の
幅広い関係者が連携するネットワークを構築
するため、新たな協議会を検討していく必要
があります。
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地方創生に効
果があった

　平成23年度から継続実施している本事業に
より、安定的な経営に向け支援を図っていま
す。
【貸付条件】
・貸付金総額　両漁協：200,000千円
・貸付金利率　無利子
・償還の方法　短期貸付４月１日借入
　　　　　　　　　　　３月31日償還
・連帯保証人　組合全理事

妥当である

4

(2) 水産業の振
興

① 水産商工
観光課

【既存】
水産振興資金貸付事業

垂水市漁業協同組合及び牛根漁業協同組合の
経営安定化を図るため、必要な資金を貸付け
ることにより水産業の振興を図ります。

【既存】
６次産業化及び企業農業創
出事業

農業分野における６次産業化を推進するた
め、既に実践している先進地研修や６次産業
化に必要な機器等の環境整備を進めます。

実施
地方創生に効
果があった

　市主導の視察研修する機会を設定するには
至りませんでした。
  また、６次産業化推進整備事業補助金で
は、農業を経営する個人・法人等が地元で生
産された農産物を原料とし、事業化の取組み
に対して補助金を交付しました。

妥当である

7事業の継続

　餌の高騰や魚価低迷に伴い、本市の水産業
を取り巻く環境は厳しい状況にあります。本
事業により、水産業の安定的な経営を図るた
め継続して取り組んでいきます。

垂水市まち・ひと・しごと創生総合戦略事業検証一覧（H27・H28）

中項目 小項目 事業KPI

1 既存産業の
育成及び経
営安定化の
推進

(1) 農林業の振
興

④ 農林課
事業内容の見
直し（改善）

　平成28年度は、集落営農と加工グループが
マッチングした６次産業化の視察研修を計画
しており、今後も様々な角度から、内容を精
査し、継続して視察研修を行います。
　また、６次産業化推進整備事業は、平成28
年度末をもって３年が経過するため、平成29
年度以降、事業の見直し・拡充を図っていき
ます。

1



資料１

■基本目標１．垂水市における安定した雇用を創出する

No 担当課 事業名 事業概要
取組
状況

H27実績値
※H28開始は検証時点

事業効果
（内部評価）

進捗状況
事業の評価
（外部評価）

審議会からの意見
今後の
方向性

今後の方向性の理由 NO中項目 小項目 事業KPI

物産展等における商
談件数

25件
（年５件*５年間）

10件（H27）
地方創生に効
果があった

商工業の新規就業者
数

25人
（年５人*５年間）

5人（H27）
地方創生に効
果があった

②
水産商工
観光課

【既存】
商工会振興資金利子補給事
業

商工業の振興を図るため、市内商工業者の経
営安定化の取組を支援します。

対象事業者
200件

（年40件*５年間）
実施 42件（H27）

地方創生に効
果があった

　人口の減少による消費の落ち込み等によ
り、市内の商工業を取り巻く環境が厳しい中
で、商工会と連携しながら、商工業者の支援
を図ることができました。なお、本事業を活
用する対象者が固定化しているという課題が
あります。

妥当である 事業の継続

　商工業を取り巻く状況が厳しい中、本事業
は、商工会及び商店企業から高い評価を受け
ていることから、事業を継続しながら、制度
のあり方を含め、検討していきます。
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③ 水産商工
観光課

【新規】
創業支援事業計画策定事業

地域における創業を促進するため、関係機関
と連携し、「産業競争力強化法」に基づく創
業支援事業計画の策定します。

新規起業件数
※H28のみ：計画策定
予定

３件
（年１件*３年間）

検討中 未実施 ―
　関係機関との連携が図られず、平成28年度
中の計画策定が困難となっている状況です。

どちらともい
えない

・早期に計画を策定してほしい。 事業の継続

　創業を目指す事業者が、国から補助金等を
受けられるよう、早期に「創業支援事業計
画」を策定し、国から認定を受ける取り組ん
でいきます。

13

2

① 企画政策
課

【既存】
企業等立地促進事業

　新たな事業所の設置や既存事業所の規模拡
大を図るため、新たに設置等を行う際に投資
する費用の一部助成や固定資産税の課税減免
等を図っていきます。

創業・企業誘致の雇
用者数

75人（H32）
（年15人*５年間）

実施 17人（H27） 地方創生に効
果があった

　平成27年度は、立地協定の締結はありませ
んでしたが、立地企業の事業拡大等があり、
従業員の増加につながりました。

妥当である 事業の継続
　働く環境に対する市民ニーズは極めて高い
ことから、継続して企業誘致に取り組んでい
きます。

14

事業内容の見
直し（改善）

　物産展を通して、多方面への情報発信や複
数の商談成立、大手物流企業との商談が行わ
れるなどの成果が出ています。その一方で、
ロット数といった課題があるため、関係機関
と連携し事業の改善に取り組んでいきます。

11

地域資源を生かした創業支援・
企業誘致の推進

妥当である
水産商工
観光課

【既存】
たるみず観光物産販路拡大
支援事業

市内企業の販路拡大支援に係る商談会開催等
の業務委託を実施します。

実施

・本事業へ参加し、販売ノウハウを学ぶこと
ができ、スキルアップにつながり、良い経験
であった。また、地元業者との連携が図られ
たので良かったので、継続して取り組んでほ
しい。
・今後は、商談相手先を本市へ招いて、地元
食材を評価していただき、また、メディアに
も取り上げてもらえるような工夫に努めてほ
しい。

　平成27年７月に、はじめての試みとして、
東京都内における市独自の「鹿児島たるみず
観光物産展」を開催しました。この物産展で
は、民間企業の全面協力により、これまでに
ない成果を得ることができました。

1 既存産業の
育成及び経
営安定化の
推進

(3) 商工業の振
興

①

2



■基本目標２．垂水市への新しいひとの流れをつくる

No 担当課 事業名 事業概要 取組
状況

H27実績
※H28開始は検証時点

事業効果
（内部評価）

進捗状況 事業の評価
（外部評価）

審議会からの意見 今後の
方向性

今後の方向性の理由 NO

① 企画政策
課

【新規】
南の拠点整備事業
（ハード部門）

地域資源の提供・情報発信する機能、また、
親子で過ごせる機能等を備えた、新たな「南
の拠点」施設整備を図り、交流人口の増加や
域外資本の獲得を図ります。

交流人口増加 80万人（H31） 実施 未検証 ―
　市全体の産業・観光振興の実現に向けた新
たな拠点整備を進めるため、平成27年度で南
の拠点整備に係る基本構想を策定しました。

妥当である
追加等更に
発展させる

　平成28年度以降は、策定された基本構想に
基づき、国・県等の関係機関と協議し、施設
整備を進めます。
　また同時に、施設運営に関しては、「民の
力」を引き出すための事業展開を図っていき
ます。

15

② 企画政策
課

【継続】
垂水イメージアップ事業

県内外に、本市の魅力ある新鮮な情報を発信
することで、本市への関心度・認知度の向上
を図っていきます。

メディア情報発信件
数

60件（H31） 実施 62件（H27） 地方創生に効
果があった

　市の活動等に関する情報は、積極的にプレ
スリリースを行い、メディアに取り上げても
らうように努めています。また、垂水市公式
イメージキャラクター「たるたる」等を活用
したメディア戦略に取り組んでいます。

妥当である 事業の継続

　ＵＩＪターンを推進するため、本市の認知
度の向上を図ることは重要であることから、
継続して庁内や市内各種団体等と連携しなが
ら、積極的なメディア発信に取り組んでいき
ます。

16

③ 水産商工
観光課

【継続】
商工関連イベント支援事業

交流人口の拡大を図るため、地元商工業の関
係者が主催する観光イベントの運営に支援し
ます。

商工関連イベント開
催回数

25回（H31）
（年５回*５年間）

実施 ５件（H27） 地方創生に効
果があった

　多くの集客が見込める開催日の設定など
で、来場者も年々増加傾向にあり、商店街の
活性化や交流人口の拡大という目的は達成で
きています。
１．フェスタ夏祭り　30,000人(H27)
１．フェスタ夏祭り　40,000人(H28)
２．秋の産業祭・       9,000人(H27)
２．秋の産業祭 　　　 未実施 (H28)
３．中元期大売出し    1,000人(H27)
３．中元期大売出し    1,000人(H28)
４．歳末期大売出し　 1,500人(H27)
４．歳末期大売出し　 2,000人(H28)
５．ｴｺｷｬﾝﾄﾞﾙﾅｲﾄ　     500人(H27)
５．ｴｺｷｬﾝﾄﾞﾙﾅｲﾄ　     500人(H28)

妥当である 事業の継続

 　本市の交流人口の拡大を図っていく直接的
な事業となっています。今後、各種イベント
における集客増加を図っていくために、他の
地域との差別化（イベント内容の充実・イベ
ント開催日の設定）を図っていきます。
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④ 水産商工
観光課

【継続】
教育旅行誘致支援事業

海外からの教育旅行誘致を促進するため、旅
行代理店による海外向け誘致活動への取組を
支援します。

教育旅行受入校数 20校600人（H31）
年４校(120人)*５年間

実施
7校183人（H27）
4校153人（H29.2.28)

地方創生に効
果があった

誘致支援事業により、インドネシアからの教
育旅行生が本市を訪れ、交流人口の拡大に繋
がっています。

妥当である 事業の継続
継続的な支援活動を実施し、海外からの教育
旅行誘致を支援する取組みを行ないます。
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⑤ 水産商工
観光課

【継続】
民泊推進事業

ツーリズム推進協議会が実施する民泊事業を
推進するため、民泊受入家庭の負担軽減を図
ります。

民泊受入校数 20校2,400人（H31）
年４校(480人)*５年間

実施
16校2,341人（H27)
3校399人（H28)

地方創生に効
果があった

自然災害の影響（桜島の噴火レベルの引き上
げ及び熊本地震）によるキャンセルが相次い
だことで、大幅に受入校数が減少していま
す。しかし、本事業を推進するには、民泊受
入家庭への支援策が必要となっています。

妥当である 事業の継続
継続的な支援活動を実施し、ツーリズム推進
協議会の実施する事業を推進します。
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⑥ 水産商工
観光課

【継続】
スポーツ合宿誘致事業

スポーツ合宿の拡大のため、旅行代理店への
誘致活動や合宿団体へのサポート体制づくり
を進めます。

合宿受入団体数
25団体1,000人

（H31）
年５校(200人)*５年間

実施
20団体720名（H27)
22団体761人（H29.2.28)

地方創生に効
果があった

自然災害の影響（桜島の噴火レベルの引き上
げ及び熊本地震）はありましたが、一定の実
績を残すことができました。なお、サポート
体制の充実や他のツーリズムと連携すること
で効果が得られています。
※滞在延べ人数　Ｈ27→3､048人
　　　　　　　　Ｈ28→3､183人(H29.2.28)

妥当である 事業の継続

垂水中央運動公園の改修に合わせて、積極的
な誘致活動を展開し、他のツーリズムとの連
携を図りながら、交流人口の拡大に努めま
す。
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利用件数 6,000件（H31） 5,784件（H27）

利用人数 100,000人（H31） 125,569人（H27）

① 企画政策
課

【継続】
定住促進事業

移住定住の促進に向け、移住希望者向け相談
窓口を整備するとともに、空き家等を利用し
た移住定住できる環境づくりを進めます。

空き家バンク登録件
数

100件（H31）
（年20件*５年間）

実施 20件（H27）
地方創生に効
果があった

　平成17年度に空き家バンク制度の運用を開
始し、現在も空き家バンク登録を推進し、移
住希望者等の環境づくりに取り組んでいま
す。
　また、平成26年度に開始した転入者向けの
住宅取得費用の一部を助成する事業では、平
成27年度に子育て世帯（４世帯15名）の転入
があり、徐々に効果が現れています。

妥当である

・ガイドブック等を活用し、市内外への積極
的な情報発信に努めてほしい。
・他課の事業と連携することで、空き家バン
ク制度を活用する人が増えるのではないか。

追加等更に
発展させる

　移住定住につながる直接的な事業であり、
各種事業を継続しながら、移住定住希望者の
ニーズを把握した事業の設計・見直しを図っ
ていきます。
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② 土木課
【継続】
垂水市住宅（一般・子育て世
帯）リフォーム促進事業

快適な住環境整備と経済的負担軽減を図り、
定住促進につなげるため、住宅リフォームに
要する工事費の一部を助成します。
一　般：7,500千円（150,000円× 50件）
子育て：4,500千円（450,000円× 10件）

住宅リフォーム件数
60件（H31）
一般世帯50件

子育て世帯10件
実施

79件（H27）
一般世帯：65件

子育て世帯：14件

※64件（H29.2.28現在）
一般世帯：55件

子育て世帯：９件

地方創生に効
果があった

　平成24年度から一般世帯向けの住宅リ
フォーム促進事業を開始しており、年々増加
しています。更に、平成27年度から子育て世
帯向けの枠を創設し、子育て世帯の定住促進
を図っています。

妥当である 事業の継続

　一般世帯に関しては、これからも利用促進
が見込まれています。しかし、子育て世帯
は、リフォームより新築が多いことから、利
用状況を確認しながら、事業の見直し等を
図っていく必要があります。
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③ 税務課
【継続】
民間資金活用集合住宅建設
促進事業

良質な住宅の確保及び定住促進による地域の
活性化を図るため、自己が所有する土地に集
合住宅を建設する法人又は個人の固定資産税
の減免を図ります。

市内各地区１箇所で
支援実施

― 実施 １箇所（H27）
※中央地区

地方創生に効
果があった

　平成27年度は中央地区の民間集合住宅１箇
所で固定資産税の減免対象となっています。
※平成28年度は６箇所が減免対象となってお
り、うち５箇所が中央地区に集中していま
す。

妥当である
事業内容の
見直し（改
善）

　平成29年度以降、事業の進捗状況を確認
し、中央地区以外の地区への減免の拡大に向
けた事業の見直しを検討していく必要があり
ます。

24

21

2 積極的な移住定住
対策の推進

地方創生に効
果があった

　平成27年度において、多目的グラウンドの
実施設計を行いました。
※平成28年度より改修工事に着手する計画と
なっています。

妥当である
追加等更に
発展させる

　垂水中央運動公園内の各施設を改修するこ
とで、市民の利用率向上を図るとともに、ス
ポーツ合宿等により交流人口の拡大につなが
ることから、継続して快適な都市公園整備を
進めていきます。

垂水市まち・ひと・しごと創生総合戦略事業検証一覧（H27・H28）

中項目（小項目） 事業KPI

1 魅力的な観光資源を
生かした多様な交流
の推進

⑦
土木課/
社会教育
課

【継続】
都市公園整備事業

老朽化した垂水中央運動公園を、市民の皆様
が安全で安心して利用できる施設にするとと
もに、スポーツ合宿等による交流人口の増加
を図るため改修を行います。

実施

 3



■基本目標３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

No 担当課 事業名 事業概要 H27実績
※H28開始は検証時点

取組
状況

事業効果
（内部評価）

進捗状況
事業の評価
（外部評
価）

審議会からの意見
今後の
方向性

今後の方向性の理由 NO

① 保健課
【新規】
不妊治療助成事業

特定不妊治療を受けている方の経済的負担の
軽減を図るため、特定不妊治療に要する経費
の一部助成を実施します。

不妊治療助成者数
40人（H31）

（年10人*４年間）
※３人

（H28.1.31時点）
実施

地方創生に効
果があった

　平成28年度開始事業であり、市内の不妊治
療に悩む対象者に事業利用してもらうため、
県担当部署と連携を図っています。

妥当である 事業の継続
　不妊治療助成対象世帯の経済的な負担軽減
を図るため、継続して取り組んでいきます。
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② 福祉課
【既存】
子ども医療費助成事業

子育て世帯の医療費に係る経済的負担の軽減
を図るため、中学３年生までの子どもに係る
医療費を無料化します。

子ども医療費助成対
象者数

1,504人（H31） 1,412人（H27） 実施
地方創生に効
果があった

　医療費助成の金額・件数については、増加
傾向にあり、子育て世帯の経済的負担の軽減
につながっています。

妥当である
・助成対象を高校生まで拡充できないか検討
してほしい。

事業の継続

　子育て世帯への経済的な負担軽減が図られ
る事業であり、評価として高い事業となって
おります。今後は、過剰受診の抑制策を検討
しながら、継続して取り組んでいきます。
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③ 福祉課
【拡充】
放課後児童健全育成事業

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学
校の児童を対象に、安心な生活や遊びの場を
提供し、児童の健全な育成を図っていきま
す。

放課後児童クラブの
サービス利用者数

117人（H31） 82人（H27） 実施
地方創生に効
果があった

　共働き世帯等の増加から、児童クラブ利用
児童数は増加しています。なお、平成28年度
から垂水児童クラブでは、１教室増やし、２
箇所の教室で児童クラブを実施しています。
また、保護者負担金の軽減（兄弟で利用世
帯、ひとり親世帯対象）を図ったことで、利
用登録児童数が107人に増加しています。

妥当である 事業の継続

　市内の共働き世帯が増加していく中、安心
して子どもを預けながら生活していけるよう
に、事業利用者のニーズを把握しながら取り
組んでいきます。
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④ 福祉課
【新規】
ファミリーサポート事業

安心して産み育てやすい地域社会にするた
め、子育ての相互扶助の仕組みづくりを構築
します。

ファミリーサポート
のサービス利用者数

26人（H31）
※０人

（H28.12.31時点）
検討中 ―

　平成29年度からの事業開始に向け、子育て
提供会員向けの研修会を実施しました。

妥当である
追加等更に
発展させる

　事業実施には、利用会員及び提供会員を増
やすことが必要であるため、今後は、市報・
ポスター等で広報に努めながら、事業を円滑
に実施できるよう取り組んでいきます。
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⑤ 福祉課 【拡充】
子育て支援センター事業

子育て家庭の不安等を緩和し、子どもの健や
かな育ちを促進するため、子育ての親子同士
の交流の場を提供するとともに、子育てに関
する悩みや相談、子育てに関する情報提供、
育児講座の開催等を実施します。

子育て支援センター
のサービス利用者数

9,708人（H31） 6,415人（H27） 実施 地方創生に効
果があった

　平成26年６月に子育て支援センターのリ
ニューアルオープンに際し、活動スペース拡
大・開館時間延長を実施しました。また、各
種子育て講座の開催・子育て用品レンタル事
業・高齢者ふれあい活動・子育てボランティ
アの育成等の多彩な事業を行ったことによ
り、利用者数は年々増加しています。

妥当である
追加等更に
発展させる

　子育て支援センターは、本市の子育て支援
を推進するための拠点と位置づけており、今
後も拠点を中心に、子育て親子の交流の場、
子育て相談・情報提供（情報紙発行）、ファ
ミリーサポート事業、子育てサロンとの連携
を通して地域社会で一体的に子育てしやすい
まちづくりを進めていく必要があります。
　また、平成29年度から、専属の子育て指導
員を配置しており、更なる子育て環境の充実
に取り組んでいきます。
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①
教育総務
課

【既存】
垂水高等学校振興対策事業

「垂水高校振興支援計画」に基づく、垂水高
校の存続及び振興のため、通学費補助・通信
講座受講料補助等の支援を継続して実施し、
学習環境の充実を図ります。

垂水高等学校入学者
定員充足率

85％（H31） 80％（H27） 実施
地方創生に効
果があった

　平成23年８月に垂水高等学校振興支援計画
書を策定し、通学費補助をはじめとする様々
な支援策により、一時期42名（入学者充足率
52.5%）まで減った入学者数を64人（H27実
績：入学者充足率80％）に改善することがで
きました。

妥当である 事業の継続
　市内にある唯一の高等学校であることか
ら、今後も学校と連携し、学校の魅力づくり
に取り組んでいきます。
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②
学校教育
課

【新規】
外国語活動指導講師事業

小学生への英語教育の強化への取組として、
市内の各小学校に外国語活動指導講師を派遣
します。
（補足）市内８小学校へ外国語活動指導講師
派遣：年200日の実施計画

講師派遣による５・
６年の年間授業実施
時間数

35時間
（各年度）

※30時間
（H29.2.10時点）

実施
地方創生に効
果があった

　平成28年度の開催事業で、外国語活動指導
講師が専門性を生かし、楽しい授業に取り組
んでいます。
　また、教師にとっても指導法を学ぶ良い機
会となっています。

妥当である

・保護者の評価となっているが、授業を受け
ている児童のモニタリングを行ってほしい。

事業の継続

　近年、小学校における外国語教育の重要性
は高まっており、児童を持つ保護者のニーズ
も高いことから、継続して取り組んでいきま
す。
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③
学校教育
課

【新規】
ＩＣＴ教育環境整備事業

コンピュータや情報通信ネットワーク等の情
報手段に慣れ親しみ、基本操作や情報モラル
を身に付け、適正に活用できるように、市内
の各小・中学校へパソコン・タブレット端末
等の整備を図ります。

（変更前）
ＩＣＴ機器を活用し
た授業に係る研修会
の実施
（変更後）
ＩＣＴ支援員の活用
による職員研修会の
実施

（変更前）
年間２回（各年度）

（変更後）
各校３回（各年度）

各校５回～６回 実施
地方創生に効
果があった

　平成28年度開始事業であり、市内の各小・
中学校に、パソコン・タブレット端末等を整
備しました。
　なお、学校や委託会社と調整を行うとで、
効率的にＩＣＴ支援員を派遣することが出来
ています。

妥当である 事業の継続

　ＩＣＴ機器を利用し、「分かりやすい授
業」や「個に応じた授業」が展開されること
で、確かな学力を育むことが期待されること
から、継続して取り組んでいきます。
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④
学校教育
課

【新規】
夢の実現！学びの教室（中
学生）事業

学習意欲と学力の向上に資するため、中学生
を対象とした学習教室を実施します。

参加者数
延べ150人
（各年度）

延べ281人
（H29.2.10時点）

実施
地方創生に効
果があった

　平成28年度開始事業であり、現在27名の生
徒が月２回の学習を実施しており、保護者か
らも学習の場が確保できていると高い評価を
受けています。

妥当である

・保護者の評価となっているが、授業を受け
ている生徒のモニタリングを行ってほしい。
・学習教室の場の提供に取り組んでいくのも
良いが、地域産業を学習できるような、将来
に向けて意欲が高まるような教室としてほし
い。

事業の継続

　講師確保という課題もありますが、学習の
場の提供することは学力や学習意欲の向上に
つながることから、継続して取り組んでいき
ます。
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⑤ 学校教育
課

【既存】
あつまれわんぱく！夏の勉
強会

小学校４～６年生の希望者を対象に勉強会を
実施し、子どもたちが抱える勉強への不安を
解消するとともに、確かな学力の定着・向上
を図ります。

参加者数 130人（H31） 107人（H27） 実施 地方創生に効
果があった

　夏季休業中に個別学習会（２日間）を実施
しており、学習意欲の向上につながっていま
す。

妥当である 事業の継続
　学習機会を提供することで、学習意欲の向
上につながっており、各学校との連携し、実
施内容を工夫しながら取り組んでいきます。

34
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①
水産商工
観光課

【拡充】
商工会イベント運営事業

垂水市民の未婚率解消・未婚者の出会いの創
出を目的とする商工会青年部が主催する婚活
イベントへ助成を図ります。

婚活イベント開催回数
10回

（年２回*５年間）
２回（H27） 実施

地方創生に効
果があった

　商工会青年部による婚活イベント運営に補
助したことで、「出会っちゃいな垂水（平成
27年６月24日開催）」で、男性66名、女性
75名の参加により15組の成立となりました。
また、「秋の収穫祭（平成27年11月22日開
催）」で、男性15名、女性15名の参加により
５組の成立となりました。

妥当である ・事業後の展開は考えられないのか。 事業の継続

　本市では晩婚化が課題となっており、この
課題を解決する本事業となっています。な
お、他市町村、団体等でも同様のイベントが
開催される中、多くの参加者が集まる魅力的
なイベント内容に取組む必要があります。

35

若年層が暮らしやすい環境づくりの推
進

垂水市まち・ひと・しごと創生総合戦略事業検証一覧（H27・H28）

中項目 小項目 事業KPI

1 結婚・出産・子
育てしやすい環
境づくりの推進

(1) 出産・子育て
環境の充実

(2) 教育環境の
充実
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■基本目標４．時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する

No 担当課 事業名 事業概要
取組
状況

H27実績
※H28開始は検証時点

事業効果
（内部評価）

進捗状況
事業の評価
（外部評価）

審議会からの意見
今後の
方向性

今後の方向性の理由 NO

① 企画政策
課

【拡充】
南の拠点整備事業
（ソフト部門）

地元事業者が、「南の拠点」施設内で自社商
品を販売し、安定的な運営を行っていくこと
を目的に、魅力的な商品開発や経営の向上・
効率化を学んでいくために取り組んでいきま
す。（事務費、委託費等）

商品開発メニューの
取組数

40事業（H31）
（10事業*４年間）

実施
３事業

（H29.1.31時点）
地方創生に効
果があった

　平成28年度から、国の交付金事業を活用
し、地元事業者の商品づくりや経営の向上・
効率化を学ぶ機会に取り組んでいます。
①商品レビュー事業
・自社商品を専門家がチェックし、改善点等
を把握する。
②スクール事業
・６次産業化企業や人気企業、金融機関の講
座開催する。
③市場力向上事業
・国内外の「売れている市場」を視察し、地
域商品の販路開拓を支援する。

妥当である

・事業実績から、達成度が低いように感じる
ので、事業内容等を含め、事業の充実を図っ
てほしい。

追加等更に
発展させる

　交流人の拡大を目指す「南の拠点」の施設
整備を進めるとともに、拠点内で地域資源を
活用した商品開発・販路拡大を図るための事
業となっており、地元事業者が抱える課題を
解決を図るための事業を実施していきます。

36

② 水産商工
観光課

【新規】
「大隅はひとつ！」大隅広域観
光推進事業

大隅４市５町で連携し、平成29年度以降に日
本版ＤＭＯ「大隅広域観光協会（仮称）」の
設立を目指し官民一体となった取り組んでい
きます。

延べ宿泊者数 489,674人件（H31） 実施 未検証 ―

　平成30年度の日本版ＤＭＯ「大隅広域観光
協会（仮称）」の設立に向け、平成28年度中
に「大隅広域観光計画（仮称）」の策定を進
め、大隅地域の観光振興に向けた事業を推進
することにしています。

妥当である
追加等更に
発展させる

　大隅半島の観光地域づくりを実践すること
により地域の魅力を高め、将来的には集客・
消費拡大による地域産業の振興、雇用創出、
定住促進を目指し、大隅他市町と連携して取
り組んでいきます。

37

①
企画政策
課

【既存】
共生・協働推進事業

市民と行政との共生・協働による社会の実現
を目指し、まちづくり交付金を活用しなが
ら、各地区の地域振興計画に基づく事業を実
施します。

地域振興計画の取組
事業数

100事業（H31）
（年20事業*５年間）

実施 28事業（H27）
地方創生に効
果があった

　平成27年度は、大野・境・協和・柊原地区
公民館で、国の過疎地域等集落ネットワーク
圏形成支援事業の採択を受け、各地域の特性
に合った地域づくりに取り組みました。
【H27：主な地域活動】
○大野地区:「つらさげ芋」を増産するための
干し場の新設
○境地区:地区住民のコミュニティスペースと
なる「境浜ふれあい館」の新設
○協和地区:誘客促進を図るため、さくら公園
に手湯・周遊看板を設置
○柊原地区:安心・安全な環境づくりのため、
国道街路灯のＬＥＤ化を実施　等

妥当である 事業の継続

　地域住民による主体的な地域活動を推進し
ていきます。しかし、地域の高齢化による担
い手不足が、従来の地域活動を継続すること
が困難になりつつあるので、今後は、各地域
活動を通した地域の人材育成を強化して取り
組んでいきます。

38

路線代替バスの運行
41ルート（H31）

※現状維持
実施 41ルート（H27）

乗合タクシー
４ルート（H31）

※現状維持
実施 ４ルート（H27）

③ 土木課
【新規】
空き家解体撤去助成事業

景観及び住環境の向上並びに安心安全の確保
を図るとともに、地域経済の活性化を目的
に、市内業者による空き家解体・撤去に要す
る工事費の一部を助成します。

空き家解体撤去件数
80件（H31）

（年20件*４年間）
実施

33件
（H29.2.28時点）

地方創生に効
果があった

　平成28年度開始事業であり、市内の景観及
び住環境の向上並びに安心安全の確保を図る
ことを目的としており、これまで33件の利用
がありました。
【補足】
　申請者の多数が解体のみである。
　※解体後の新築１件申請

妥当である 事業の継続

　利用実績からニーズが高い事業となってお
り、今後も市民の安心安全の確保と住環境の
改善及び良好な環境の維持を図るため、継続
して取り組んでいきます。

40

④ 保健課
【拡充】
地域包括ケアセンター整備
事業

高齢者がその有する能力に応じ、自立した日
常生活を営むことができるよう適正な医療・
介護サービスが受けられる体制整備を図りま
す。

介護保険サービス利
用者に占める在宅
サービス利用者割合

62.5％（H31） 実施 未検証
※H29.3施設整備完了予定

―

　平成29年３月までに、本市の地域包括ケア
システムを推進するための拠点施設を整備し
ます。
【補足】
　包括ケアセンター内に、肝属郡医師会立訪
問看護ステーションを設置する予定。

妥当である
追加等更に
発展させる

　平成29年度以降は、拠点を中心に医療・介
護サービス事業者と連携し、可能な限り、地
域において自立した生活ができるような支援
体制を構築していきます。

41

⑤ 総務課
【新規】
避難行動要支援者名簿作成
事業

垂水市避難行動要支援者避難支援プランに基
づき，名簿等を作成するとともに、庁内関係
課や民生委員等との情報共有を図り、避難行
動要支援者をはじめとする配慮者の避難支援
等の体制を確立します。

避難行動要支援者の
最新名簿管理

― 検討中 未実施 ―
　次年度にシステム導入が予定されており、
現在、庁内の関係機関と協議し、避難行動要
支援者の抽出のための作業を行っています。

どちらとも
いえない

・早急にシステム導入を図り、避難支援体制
の強化を図ってほしい。

追加等更に
発展させる

　平成29年度は、避難行動要支援者システム
導入とともに、要避難者へ名簿使用の確認作
業や関係機関との要避難者の情報共有化等に
努め、避難支援体制の整備を図っていきま
す。

42

　本市では過疎化・高齢化が進んでおり、交
通弱者の対応が不可欠であるため、本事業を
継続し、交通空白・交通不便地域の解消を
図っていきます。

39
交通弱者の通院や通学を支援するため、市民
ニーズや関係団体等との協議を踏まえ、効率
的で利便性のある交通網整備を図ります。

地方創生に効
果があった

　平成27年度は、現状維持を確保することが
できました。
　なお、路線バスについては、年々利用者が
減少し、路線バスを維持するには多大な行政
負担が必要となっているため、利用促進を図
るとともに、必要に応じて関係市町と協議の
うえ、路線の適正化を図っていく必要があり
ます。その一方で、乗合タクシーについて
は、増加傾向にあるため、住民の要望や利用
状況を踏まえ、利便性の向上を図っていく必
要があります。

妥当である 事業の継続

垂水市まち・ひと・しごと創生総合戦略事業検証一覧（H27・H28）

中項目（小項目） 事業KPI

1 垂水市に合ったＤＭＯ
導入の推進

2 安心して暮らせるまち
づくりの推進

② 企画政策
課

【既存】
総合交通対策事業
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企業版ふるさと納税：地域若者「就地」拡大プロジェクト事業
■基本目標１．垂水市における安定した雇用を創出する

No 担当課 事業名 事業概要
取組
状況

H27実績
※H28開始は検証時点

事業効果
（内部評価）

進捗状況
事業の評価
（外部評価）

審議会からの意見
今後の
方向性

今後の方向性の理由 NO

3

① 企画政策
課

【新規】
地域若者「就地」拡大プロジェ
クト事業

高校・大学等の教育機関と連携し、地元企業
の商品力向上や販路拡大に取り組んでいく中
で、学生に参加してもらうことで、地域でも
魅力ある雇用の場「就地」として認識を持っ
てもらい、地元就職につなげていきます。

本事業に参加した企
業への新規就業者数

20人（H31）
（内訳）

H28･･･３人
H29･･･７人
H30･･･10人

実施 ０人（H28）
地方創生に効
果があった

　国が創設した企業版ふるさと納税を活用し
た平成28年度開始事業となっています。
　平成28年度の取組内容は、以下のとおり
①鹿児島国際大学
　教育プログラム開発に向け協議した結果、
平成29年２月６日に個別協定を締結しまし
た。平成29年度より、学生が本市をフィール
ドワークの場として、活動してもらい、魅力
ある雇用の場として認識を持ってもらえるよ
うに取り組んでいきます。
②垂水高校
　地元の垂水高校と連携し、平成29年２月23
日の５･６限目を活用し、１年生約60名を対
象としたプレ授業を実施しました。平成29年
度では、生徒のアンケート結果に基づいた授
業づくりに取り組んでいきます。

妥当である

・若者の転出超過は、大きな課題であるの
で、引き続き、教育機関と連携して取り組ん
でほしい。
・鹿児島市において、市単独の地元企業合同
説明会を開催することで、地元企業への就職
につなげてはどうか。

追加等更に
発展させる

　本事業は、地元の高校・大学の教育機関と
連携し、生徒・学生に本市を認知してもら
い、地元でも魅力ある雇用の場があることを
認識してもらい、地元就職につなげることを
目的としており、引き続き、高校・大学と連
携し、魅力ある教育プログラムを開発すると
ともに、本市でのフィールドワークを実施し
ていきます。

43

地方創生加速化交付金：垂水の農林水産品”市場突破力”向上・拡大事業
■基本目標４．時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する

No 担当課 事業名 事業概要
取組
状況

H27実績
※H28開始は検証時点

事業効果
（内部評価）

進捗状況
事業の評価
（外部評価）

審議会からの意見
今後の
方向性

今後の方向性の理由 NO

商品レビュー実施企
業数

10社（H28）
12社

（H28）

商品力向上スクール
参加者数

８社（H28）
15社

（H28）

付加価値額（企業単
位）

17,953百万円 未検証

新規海外出展企業数 ４社（H28）

０社
（H28）

※出展可能性調査
継続中

44実施
地方創生に効
果があった

　平成28年度から、国の交付金事業を活用
し、地元事業者の商品づくりや経営の向上・
効率化を学ぶ機会に取り組んでいます。
①商品レビュー事業
・自社商品を専門家がチェックし、改善点等
を把握する。
②スクール事業
・６次産業化企業や人気企業、金融機関の講
座開催する。
③市場力向上事業
・国内外の「売れている市場」を視察し、地
域商品の販路開拓を支援する。

妥当である

・参加して大変良い経験にはなったが、ロッ
ト数や輸送代といった課題を認識することが
できた。
・海外でも本市の飲料会社が陳列されてお
り、刺激を受けた。
・事業継続し、新たな施設において、名産品
となるような商品開発が進んでほしい。

事業の継続

　地元農林水産品を活用した６次化商品の販
路開拓を実現するため、「Plan（計画）」と
「Do（行動＝展示会出展））」にとどまらず
「Check（評価）」や「Action（改善）」を通
して、商品力の向上、市場開拓の実現可能性
を高めていくための事業を実施していきま
す。

企業版ふるさと納税：地域若者「就地」拡大プロジェクト事業及び地方創生加速化交付金：垂水の農林水産品”市場突破力”向上・拡大事業の事業検証表

中項目（小項目） 事業KPI

魅力ある「しごと」づく
りの推進

中項目（小項目） 事業KPI

1 垂水市に合ったＤＭＯ
導入の推進

① 企画政策
課

【新規】
垂水の農林水産品“市場突
破力”向上・拡大事業

　本事業に対しては、参加した地元事業者か
ら、商品力の向上に繋がったと高い評価を受
けています。
　そこで、平成29年度では、本年度に実施し
た事業の課題を踏まえ、改善した事業内容に
取組み、更なる地元事業者の商品力の向上や
販路拡大に取り組んでいきます。

 6


